
津波警報改善への課題の詳細
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踏まえた津波警報改善に向けた勉強会
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気象庁地震火山部
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振り切れない広帯域地震計による解析

強震動でも振り切れない広帯域速度型強震計による解析

巨大地震に対するマグニチュードを早期かつ精度良く把握で
き、津波警報切り替えの精度向上に資する。

地
震
発
生

津波警報
（地震発生から３分以内）

津波警報切り替え
（地震発生から15分程度）

広帯域強震計の
観測データを含め

再評価

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
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地震波形が振り切れて分析できない 地震波形が振り切れず、地震波形の全体像が分かる。

課題１
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岩手県釜石沖のGPS波浪計
（写真提供：国土交通省東北地方整備局）

沖合津波計の活用と観測網の強化

東南海沖海底津波計敷設作業（気象庁）

課題１

（国土交通省港湾局）

海底地震・津波観測ネットワークシステム（海洋研究開発機構）
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海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握 課題１
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津波波源域の即時的推定技術の開発

沖合の津波観測値から波源を分析

津波波源域の即時推定

〇波源域の広がりから地震の規模
や余震域を早期把握

〇波源域から沿岸の津波予測結
果を再評価＝＞警報の更新

震源
余震域

課題１
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地震発生

津波警報等の発表
緊急地震速報を活用した

震源要素

Mjmaによる
震源要素

Mjmaを精査した
震源要素

Mwによる
震源要素

津波警報等の発表
or

見直し（切替）

津波警報等の発表
or

見直し（切替）

津波警報等の発表
or

見直し（切替）

巨大地震発生の蓋然性が高い領域での津波警報の考え方

対処案：

M8を超える巨大地震が発生する蓋然性の高い

領域について、Mjmaが８程度の場合に、想定され

るマグニチュードの上限をもとに津波警報を作成・

発表することも考えられる。

（例）

○ 東北地方太平洋沖地震のアウターライズ域

○ 東北地方太平洋沖地震の震源域の南側、北側

2分

3分

10分

15分

津
波
観
測
デ
ー
タ
に
よ
る
切
替

課題１

Mjmaは地震発生後３分程度で求められるがM8

を超えるような巨大地震の場合は規模を適切に

推定できない

→ 第１報での津波高さ推定の過小評価を避け

るための措置が必要

マグニチュード推定に基づく
津波警報の発表・切り替え（現状）
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○ 東海・東南海・南海の３連動



新聞記事①

震災直後は、津波の予想の高さが
「３㍍」となっていて大丈夫と思って
いたが、しばらくすると「１０㍍」に変
わった。

課題２

朝日新聞：3月13日（１３面）
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３メートルという数字や過去の経験に縛られて

避難が遅れた人は多い

新聞記事② 課題３

毎日新聞：4月16日（1面）
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「大津波警報が発令され、宮城県沿
岸には６メートル、岩手県沿岸には３
メートルの津波が来る」と聞いた。自
宅から300メートルほど離れた泊里漁

港には高さ約５メートルのコンクリート
の防潮堤がある。「３メートルなら防
潮堤を越えることはない」と思った。

新聞記事③ 課題２

毎日新聞：4月16日（２７面）

マイカーに備え付けたテレビで「沿岸
部に２０センチの津波が到達」と聞い
た。安心して海から約６００メートル離
れ海抜１５メートルほどの坂の上に車
を止めた。
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市民の中には、「津波は３メートル」
と思い込み、２階に避難すれば大丈
夫と判断した人が多かった

新聞記事④ 課題２

朝日新聞：4月20日（夕）（１面） 10



津波警報、情報の内容と課題

津波警報

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 解説 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
＜大津波の津波警報＞ 高いところで３ｍ程度以上の津波が予想さ
れますので、厳重に警戒してください
＜津波の津波警報＞ 高いところで２ｍ程度の津波が予想されます
ので、警戒してください
＜津波注意報＞ 高いところで０．５ｍ程度の津波が予想されますの
で、注意してください

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 本文 ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
津波警報を発表した沿岸は次のとおりです ＜大津波＞ ＊岩手県、
宮城県、福島県 ＜津波＞ 北海道太平洋沿岸中部、青森県太平洋
沿岸、茨城県、 千葉県九十九里・外房、伊豆諸島 これらの沿岸で
は、直ちに安全な場所へ避難してください

課題２

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 見出し ＊＊＊＊＊＊＊＊＊
大津波・津波の津波警報を発表しました 東北地方太平洋沿岸、北
海道太平洋沿岸中部、茨城県、 千葉県九十九里・外房、伊豆諸島
これらの沿岸では、直ちに安全な場所へ避難してください なお、これ
以外に津波注意報を発表している沿岸があります

以下の沿岸（上記の＊印で示した沿岸）では直ちに津波が来襲する
と予想されます
岩手県

３月１１日１４時４９分 気象庁発表

津波情報（津波観測に関する情報）
［各地の検潮所で観測した津波の観測値］

場所によっては、検潮所で観測した津波の高さより更に大き
な津波が到達していることが考えられます
今後、津波の高さは更に高くなることも考えられます

１１日１４時５８分現在、検潮所での観測値は次のとおりです

大船渡 第１波 １１日１４時４６分 （－） ０．２ｍ
最大波 １１日１４時５４分 ０．２ｍ

津波情報（津波到達予想時刻・予想される
津波の高さに関する情報）

津波到達予想時刻および予想される津波の高さは次のと
おりです

予報区名 津波到達予想時刻 予想される津波の高さ
＜大津波＞
岩手県 既に津波到達と推測 ３ｍ
宮城県 １１日１５時００分 ６ｍ
福島県 １１日１５時１０分 ３ｍ

＜津波＞
北海道太平洋沿岸中部 １１日１５時３０分 １ｍ

・・・・
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・地震の規模推定の精度が低い段階での津波の高さ予想をどう伝えるべきか
・津波の観測値（高さ）をどう伝えるべきか（特に第一波が小さい場合）、観測情報が伝える側の意図
のとおりに理解されているか。

課題



津波に関する周知・広報資料の例① 課題２
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津波に関する周知・広報資料の例② 課題２
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津波に関する周知・広報資料の例③ 課題２
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津波に関する周知・広報資料の例④

製作：札幌管区気象台

課題２
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津波に関する周知・広報資料の例⑤

製作：仙台管区気象台

課題２
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津波に関する周知・広報資料の例⑥ 課題２
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気象庁からの津波警報伝達状況 課題３

送信元（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １２ ０ ０

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １１ ０ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報（１４：４９）

県（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １１ １ ０

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １０ １ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報切り上げ（１５：１４）

県（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １０ ０ ２

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １０ １ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報切り上げ（１５：３０）

※２

※２

※２ 陸上自衛隊第９師団司令部

※２

※３、４

※３，４ 釜石海上保安部、FM岩手
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※１

※１

※１

※１ 気象業務法及び地域防災計画で定める伝達先へ津波警報を伝達するため整備した防災情報提供システムによる伝達



津波警報等と避難行動に関する調査①

聞いた情報と入手先（津波警報（大津波）の入手先）

聞いた情報と入手先（聞いた情報の内容）

○ 津波警報（大津波）を聞いた人９割、予想される津波の高さを聞いた人５割
○ 情報入手先はラジオ、防災無線、消防車・広報車が多い。

課題３

環境防災総合政策研究機構「東北地方・太平洋沖地震、津波に関するアンケート調査速報より
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津波警報等と避難行動に関する調査②

○ 予想される津波の高さの更新(15:14,15:31)が多くの住民に伝わっていない

「予想される津波の高さ」について住民が知っていた内容

注）15:14に津波警報更新、15:14に岩手3m→6m、宮城6m→10m以上
15:30に津波警報更新、15:31に岩手6m→10m以上

課題３

※ 環境防災総合政策研究機構「東北地方・太平洋沖地震、津波に関するアンケート調査速報より 20



津波予想を午後3時14分に６メート
ルと切り替え、同31分に10メートル以

上とした。しかし、市は停電で情報を
県から受け取ることができなくなって
いた。この間、避難を指示する放送を
６回繰り返した。

その結果、市民の中には、「津波は
３メートル」と思い込み、２階に避難す
れば大丈夫と判断した人が多かった。

新聞記事① 課題３

朝日新聞：4月20日（夕）（1面） 21



気象庁防災業務計画
第２章 災害発生時等における措置
第１節 緊急地震速報（警報）、緊急地震速報（予報）、津波警報・注意報、津波予報及び地震・津波情報の発表

と伝達
・・・
３．津波警報・注意報、津波予報及び地震・津波情報の伝達
気象庁は、発表した津波警報・注意報、津波予報及び地震・津波情報を直ちに防災情報提供システム等を用

いて警察庁又は都道府県警察、海上保安庁、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、日本放
送協会、都道府県等の防災機関に伝達するとともに、報道機関の協力を求めて住民に周知させるよう努めるも
のとする。

４．防災関係省庁への緊急地震速報（警報）、津波警報・注意報、津波予報及び地震・津波情報の伝達
気象庁は、国の迅速かつ的確な災害応急対策に役立てるため、官邸及び防災関係省庁へ津波警報・注意報、

津波予報及び地震・津波情報を直ちに伝達するものとする。また、官邸及び防災関係省庁へ緊急地震速報（警
報）の提供に努めるものとする。

警報等の伝達に関する気象業務法及び気象庁防災業務計画の記述(気象庁の責務)

気象業務法
第１５条 気象庁は、・・・、気象、地象、津波・・・の警報をしたときは、政令の定めるところにより、直ちにその警

報事項を警察庁、国土交通省、海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話
株式会社又は日本放送協会の機関へ通知しなければならない。・・・

課題３
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第2節津波予警報等の伝達計画

第1 基本方針

1 津波予報・注意報・警報，地震及び津波に関する情報（以下，本節中「津波
予警報等」という。）並びに地震及び津波に関する異常な現象に係る伝達，
通報を迅速かつ確実に実施する。

2 通信設備が被災した場合においても，津波予警報等を関係機関に伝達でき
るよう，通信手段の複数化に努める。

警報等の伝達に関する地域防災計画の記述（例：岩手県①）
課題３
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第2 実施機関（責任者）

警報等の伝達に関する地域防災計画の記述（例：岩手県②）
課題３
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宮城県

５－４ 津波監視体制，伝達体制の整備

第４節 津波監視体制，伝達体制の整備(県総務部，産業経済部，土木部，県警察

本部，沿岸市町村，第二管区海上保安本部，東北地方整備局，仙台管区
気象台，東日本電信電話(株)宮城支店) 

１ 県の対応
県は，総合防災情報システム「MIDORI」を活用し，仙台管区気象台からの津波予報を迅速に

沿岸市町に伝達するとともに，職員が所持する携帯電話等へ自動的に転送し，初動体制の確
立を図る。

２ 沿岸市町の対応

沿岸市町は，住民等に対し，津波予報等の伝達手段として，同報無線の整備を促進するととも
に，サイレン，広報車等多数の手段を確保し，迅速な避難行動がとれるよう避難路，避難場所
の周知を図る。

なお，夜間，休日の情報伝達体制についても整備しておく。また，気象庁からの地震・津波情報
の迅速かつ確実な受信のため，緊急情報衛星同報システム等の整備を推進する。さらに，多数
の人手が予想される海岸及び港湾の管理者に対し，レジャー客，水産事業者及び港湾労働者
への情報伝達体制を確立する。

３ 警察の対応

警察は，津波予報等が発表された場合の各警察署，関係機関への通報伝達体制，情報通信
施設及び機器等の整備を図る。

警報等の伝達に関する地域防災計画の記述（例：宮城県①）
課題３
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４ 第二管区海上保安本部の対応
(１)  迅速・的確な伝達体制の確立
イ 関係機関等に対する伝達
予め定めた津波予報発令時の伝達系統図に従い，迅速・的確な情報提供を行う。
ロ 港内在泊船舶等に対する伝達
漁協・代理店等を通じて伝達するとともに，船艇・航空機を巡回させ，拡声器等により周知する。
ハ 航行船舶等に対する伝達
航行警報，安全通信等により周知する。
ニ 港内作業員及び釣り客・海水浴客に対する伝達

工事作業会社，釣具店･海水浴場管理者等を通じて伝達するとともに，船艇・航空機を巡回させ，
拡声器等により周知する。
(２)  情報伝達訓練等の実施

迅速･的確な予警報等の情報伝達を図るため，定期的に伝達訓練を実施するとともに必要に
応じて連絡系統図の見直しを行う。

５ 東日本電信電話㈱宮城支店の対応
(１)  津波警報伝達体制の迅速化，確実化

所定の伝達経路及び伝達手段を点検して隘路を把握し，警報がより迅速に沿岸市町等に伝達
されるよう改善措置を講じるとともに，休日，夜問，休憩時における津波警報伝達の確実化を図
るため，要員の確保等の防災体制を強化する。
(２)  津波警報伝達等訓練の実施

津波警報伝達等の迅速かつ確実な遂行を図るため，関係機関合同の津波警報伝達等の訓練
を実施し，通信機器等に関する不慣れの解消，誤伝達，伝達漏れの防止等を図る。

警報等の伝達に関する地域防災計画の記述（例：宮城県②）
課題３
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警報等の伝達に関する地域防災計画の記述（例：宮城県③）
課題３
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ハザードマップの例 課題４

28



ハザードマップの想定を超えた浸水範囲 課題４

東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会
第１回会合資料より 29



第一章 総則 略

第二章 避難対象地域の設定
１ 次期南海地震発生時
２ 遠地地震発生時

第三章 地域津波避難計画

第四章 避難場所
１ 緊急避難場所
２ 津波避難ビル

第五章 初動体制
１ 配備基準

第六章 津波等災害情報の収集

第七章 津波情報の伝達

第八章 避難勧告・指示、避難誘導
１ 避難勧告、指示の発令基準
２ 伝達方法

第九章 啓発

第十章 災害時要援護者の避難支援
１ 情報伝達
２ 避難時の支援

市町村の津波避難計画の例 課題４

県作成の浸水予測図（防潮施設等がない場合）にバッファゾーン
を加えた範囲を設定

小学校区別に想定被害、避難行動を具体的に整理

別途「津波避難ビルガイドライン」を定め、構造要件、位置的要件、
協定書のひな型等を整理

連絡体制、注意体制、警戒体制、緊急非常体制の４段階毎に動
員体制を整理

収集する情報の内容を４段階に整理

防災行政無線、ホームページ、各報道機関等による伝達

地域防災計画に基づき伝達

避難勧告、避難指示基準を明記。避難対象地域は災害対策本部
でただちに決定

講習会等、自主防災組織への資料提供、防災リーダー育成等

自主防災組織や民生委員、社会福祉協議会、ボランティア団体、
社会福祉事業所等との連携 30



地震観測点の障害と復旧の状況 課題５
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バッテリー切れによるデータ断地点の増加
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津波観測点の障害と復旧の状況

東北地方太平洋沖地震の後データ断となった津波観測点数の推移

気象庁が管理する津波観測施設における障害の原因
・観測施設流出 ３
・観測機器障害 ２
・通信回線断 １

課題５
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気象庁＋他機関観測点

気象庁観測点

,

3/11 19:00
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解除の判断

3:20

13:50

20:20

7:30

17:58

12日

13日

隣接する潮位データから判断

塩釜（第二管区海上保安部海洋情報部海洋
調査課)および気象庁機動班による目視情報

課題５

日本海側など
注意報へ

大津波一部解除

大津波すべて
解除

津波警報すべて
解除

津波注意報すべて
解除

解除の判断：

解除時のデータ断状況

解除に利用できた観測点

解除に利用できなかった観測点
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津波観測ネットワークの復旧 整備対象地点津波観測網の強化

観測機器の更新（電波式検潮儀）

課題５

・電波式検潮儀への更新
・非常用電源の増強
・衛星通信による通信二重化

・巨大津波観測計（水圧式津
波計） の新設
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・非常用電源の増強、回線強化（衛星回線導入）
・40ヵ所新設（埋設型（100m）35ヵ所、地上型 5ヵ所）

地震観測網の強化 課題５

電源強化

多機能型地震観測装置
（全国１８８地点）

地上回線

衛星回線

通信機能強化

● 既設地点 188ヵ所
● 新設予定 40ヵ所
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